
 
令和８年度 事業計画 

 

Ⅰ 令和８年度研修の変更点 
 

１ 研修ニーズや受講生の傾向等を踏まえ以下のとおり重点事項を設定 

階層 重点事項 

新規採

用職員 

新卒者 基本的スキルの習得に加え、人間力（想像力、自己管理力、コミ

ュニケーション能力等）の向上を図る。 

 

社会人

経験者 

・公務員としての心構えのほか、公務員ならではの業務の進め方

等、より実践的な内容を学べるようカリキュラムの充実を図る。 

・同一年度内に受講できる選択研修の幅を広げる。 

一般職員 ・基本研修において、主体的に考えることを積極的に促し、思考

力の育成を図る。 

・実践的な発想力の強化を支援する選択研修の新設。 

管理者・監督者 ・基本研修において、マネジメントや人材育成の視点を重視し、

リーダーとしての役割認識を深める。 

・管理者・監督者への円滑な移行を支援する選択研修の新設。 

共通 引き続きグループワーク等を積極的に取り入れ、コミュニケーシ

ョン能力を実践的に身に付ける研修を実施する。 

 

 

 

２ 基本研修『新規採用職員(社会人経験者)研修』の標準対象者及び科目の見直し 

課程 

コード 
研修課程名 

【標準対象者】 
主な科目 

103 

新規採用職員（社会人経験者）研修 

【採用後１年未満の職員で、社会人経験

３年以上、かつ公務員経験のない者】 

１ 講話 

２ 公務の基礎と実践力の養成 

～挑戦の土台をつくる～ 

 

 

 

３ 『新規採用職員（社会人経験者）研修』のフォローアップの充実 

『新規採用職員（後期）研修』を受講可能とし、自治体職員としての業務遂

行能力の向上を継続的に支援することとする。 

 

 

 

 



 
４ 選択研修に、以下の講座を新設。 

課程 

コード 
講座名 

【標準対象者】 
研修のねらい 

216 

係長前のリーダーシップ・コーチ 

ング力養成講座 

【新規採用職員（社会人経験者）】 

【一般職員（採用後８年目以降の者）】 

係長前の職員が、若手職員等に対する

コーチングを活用した関わり方を学ぶと

ともに、グループの中心としてリーダー

シップを発揮する力を身に付ける。 

222 

発想力・提案力向上講座 

【新規採用職員（社会人経験者）】 

【一般職員（採用後２年目以降の者）】 

前例や制約条件にとらわれず柔軟な発

想力を鍛え、その発想したアイデアを具

体的に提案するスキルを身に付ける。

   

241 
事業のＢＰＲ・スクラップ講座 

【管理者・監督者】 

管理職に求められる事業見直しのあり

方を学び、既存の事業を再構築する視点

や手法を身に付ける。 

 ※ＢＰＲ…ビジネスプロセス・リエンジニアリング（Business Process Re-engineering）の

略称で、業務プロセスを抜本的に見直して、組織や制度、システムなどを再構築す

ること 

 



 
Ⅱ 研修事業 

 

１ 各種研修事業 
 
（1） 基本研修 
 

ア 一般職研修（６課程） 

新規採用職員から若年・中堅層までの職員を対象に、それぞれの職位に求められる意識の醸成及び必要

とされる能力の向上を図ることを目的に実施する。 

研修名 標準対象者 研修のねらい 回数 日数 
予定 
人員 

主な研修科目 

新規採用 

職員 

（前期） 

研修 

新規採用職員 

(採用後１年未

満の職員で、

社会人経験３

年未満の者) 

１ 社会人・公務員としての意識を確 

立し、最低限のルールを理解する。 

２ 業務を遂行する上で必要な能力 

の開発に向けて基本的な知識等を

習得する。 

６回 ３日 600 人 

１ 講話 

２ 公務員倫理 

３ 住民サービス向上のため 

の接遇 

４ 仕事のポイント 

５ 講演 

新規採用 

職員 

（後期） 

研修 

新規採用職員 

(採用後１年未

満の職員で、

社会人経験３

年未満の者) 

１ 自治体職員としての職業意識を 

確立し、求められる期待と役割を

理解する。 

２ 業務を遂行する上で必要な能力 

の開発に向けて基本的な知識等を

習得する。 

７回 ４日 680 人 

１ 自治体職員としての働き 

方を考える 

２ 事例から学ぶ公務員倫理 

３ 住民満足向上のための対 

応能力の養成 

４ 論理的思考力とプレゼン 

テーション能力の養成 

新規採用 

職員 

（社会人 

経験者） 

研修 

新規採用職員 

(採用後 1 年未

満の職員で、社

会人経験３年

以上、かつ公務

員経験のない

者) 

１ 公務員としての意識を確立し、公 

務員のルールを理解する。 

２ 業務を遂行する上で必要な能力 

の開発に向けて基本的な知識等を

習得する。 

３回 １日 260 人 
１ 講話 

２ 公務の基礎と実践力の養成 

基礎力 

アップ 

研修 

採用後４年目

の職員 

１ 将来を見据えた働き方を考える。 

２ 仕事を円滑に進めるための課題 

解決力等、求められる能力の開発 

に向けて必要な知識等を習得する。 

９回 ２日 780 人 

１ 講演 

２ キャリアデザイン 

３ 政策形成の基礎 

４ コンプライアンス研修 

応用力 

アップ 

研修 

採用後８年目

の職員 

１ 自職場における業務の課題を発

見・分析することにより、仕事の質

や効率を向上させるための考え方

を身に付ける。 
２ チームの中核職員としてのサポ 

ート力等、求められる能力の開発 
に向けて必要な知識等を習得する。

７回 ２日 700 人 

１ 講演 

２ 生産性向上の着眼点 

３ サポート力の養成 

４ コンプライアンス研修 

実行力 

アップ 

研修 

採用後 12 年目

の職員 

１ 仕事の質や効率を高める手法を

学び、チームのリーダーとして実

践する方法を身に付ける。 

２ 住民協働のための調整力等、求め

られる能力の開発に向けて必要な

知識等を習得する。 

８回 ２日 800 人 

１ 講演 

２ 生産性向上の実践方法 

３ 住民協働のためのファシ 

リテーション能力養成 

４ コンプライアンス研修 

 

一般職研修 合計 ６課程 ４０回 ３，８２０人 

 

 



 
イ 管理者・監督者研修（３課程） 

新たに管理職・監督職に就いた職員を対象に、それぞれの職位に求められる能力の向上を図ることを

目的に実施する。 

研修名 標準対象者 研修のねらい 回数 日数 
予定 
人員 

主な研修科目 

新任係長 

研  修 

新たに監督職

に就いた職員 

係長に求められるマネジメント能

力の向上や組織における業務改善に

向けて必要な知識等を習得する。 

６回 ２日 600 人 

１ 講話 

２ コンプライアンス研修 

３ 係長に求められるマネ 

ジメントとは 

新  任 

管 理 者 

研  修 

新たに管理職

に就いた職員 

管理者に求められるマネジメント

能力の向上や組織の生産性向上に向

けて必要な知識等を習得する。 

４回 ２日 380 人 

１ 講話 

２ コンプライアンス研修 

３ 管理者に求められるマ

ネジメントとは 

新任課長 

研  修 

新たに課長職

に就いた職員 

課長に求められる危機管理能力の

向上やリーダーシップのあり方等、

必要な知識等を習得する。 

３回 ２日 300 人 

１ 講話 

２ コンプライアンス研修 

３ 課長に求められる組織 

のマネジメント 

管理者・監督者研修 合計 ３課程 １３回 １，２８０人 

 

 

基本研修 合計 ９課程 ５３回 ５，１００人  

 

 

（2） 選択研修 
基本研修と連携し、またその内容を補完しながら相乗的に、基礎的能力から高度な専門能力まで、職

員に必要とされる様々な知識の習得又は能力の開発及び向上を図ることを目的に実施する。 
 

ア 基礎能力・業務遂行能力開発コース（４講座） 

       公務員に必要な基本的な知識の習得と、業務遂行に必要な技術の習得を目的に実施する。 

研修名 標準対象者※ 研修のねらい 回数 日数 
予定 
人員 

主な研修内容 

アート思考 

講座 
(集 合） 

全職員 

（一般職員、 

管理者・ 

監督者） 

主体的に考える力、自

ら問いを見出す力、自分

を客観視する力を育み、

自分らしいポジティブ

な仕事への向き合い方

を見出す。 

１回 １日 70 人 

＜講義と演習＞ 

１ AI 時代に求められる人材とは 

２ アート思考を構成する３つの要素

「興味の種」「探求の根」「表現の花」 

３ 「人間力を磨く」ための秘訣『内省』 

４ 内発的動機を育む仕事に対する意 

味づけ「やらされ感からやりがいへ」 

５ 今日からワクワクして行動してい

くためのマインドマップ創り 

【新規】 

係長前の 

リーダーシ

ップ・コー

チング力 

養成講座 

(集 合） 

新規採用職員 

（社会人経験

者） 

・ 

一般職員 

(採用後8年目 

以降の者) 

係長前の職員が、若手

職員等に対するコーチ

ングを活用した関わり

方を学ぶとともに、グル

ープの中心としてリー

ダーシップを発揮する

力を身に付ける。 

１回 １日 40 人 

＜講義と演習＞ 

１ コミュニケーションの基礎となる

傾聴を体感的に学ぶ 

２ 「周囲に影響を与える」リーダーシ

ップとは何か 

３ 若手職員等との関わりに役立つコ

ミュニケーションの類型 

４ 「コーチングのスタンス」を表現す

る関わり方 

５ フィードバックの技術を学ぶ 

６ 若手職員等との１on１でのコーチ

ングの使い方 



 
 

地方公会計 

講座 

(実践編) 
(オンライン） 

一般職員 

（公会計実務経験

６か月以上で、業

務において複式簿

記を取り扱ってい

る者） 

地方公会計制度にお

ける固定資産台帳の更

新や財務書類の分析方

法を学び、実務に活用す

る力を身に付ける。 

１回 １日 70 人 

＜講義と演習＞ 

１ 固定資産台帳の更新 

２ 財務書類の読み方、財務情報を用い 

た自治体経営分析 

３ 財務分析演習 

４ 公会計情報の活用事例  

法令入門 

講座 
(オンライン） 

一般職員 

自治体職員に求めら

れる法令に関する基本

的な知識や考え方を学

び、行政事務を正しく理

解する力を身に付ける。 

１回 １日 100 人 

＜講義と演習＞ 

１ なぜ読めない？日本語で書かれて

いるのに 

２ 相手にする前に特徴を知らなくちゃ！ 

３ 法令読解のエトセトラ 

４ パズルを解くように読解 

〈基礎能力・業務遂行能力開発コース〉 小計 ４講座 ４回 ２８０人 

 

 

イ 政策形成能力開発コース（２講座） 

地域の現状を正しく理解し、地域独自の政策を形成できる能力の向上をねらいとし、現状の把握、情

報の収集・分析から政策評価に至るまで、政策形成・実現過程に必要な能力の習得を目的に実施する。 

研修名 標準対象者※ 研修のねらい 回数 日数 
予定 
人員 

主な研修内容 

政策立案の 

ためのデータ

分析講座 

(集 合） 

新規採用職員 

（社会人経験者） 

・ 

一般職員 

(採用後2年目 

以降の者) 

 住民ニーズを理解す

るための調査法やデー

タ分析の具体的な技法

を学び、政策立案に必要

なデータ活用のスキル

を身に付ける。 

１回 ２日 40人 

＜講義と演習＞ 

１ マーケット・インの発想に基づ

く政策形成 

２ 住民ニーズの調査法 

３ 新たなデータ分析の技法 

【新規】 

発想力・提案

力向上講座 

(集 合） 

新規採用職員 

（社会人経験者） 

・ 

一般職員 

(採用後2年目 

以降の者) 

 前例や制約条件にと

らわれず柔軟な発想力

を鍛え、その発想したア

イデアを具体的に提案

するスキルを身に付け

る。 

１回 １日 40人 

＜講義と演習＞ 

１ 仕事と組織で求められる「発想

力」とは 

２ 発想力を組織・地域の未来に活

かす 

３ アイデアで周りを巻き込み・動

かす「提案力」とは 

〈政策形成能力開発コース〉 小計 ２講座 ２回 ８０人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

ウ 協働・対人能力開発コース（２講座） 

地域の様々な主体（住民、企業及びＮＰＯ等）と協働で事業を展開することのできる能力の向上をね

らいとし、住民の視点で思考することのできる能力や組織内外とのコミュニケーション能力、プレゼン

テーション能力等の習得を目的に実施する。 

研修名 標準対象者※ 研修のねらい 回数 日数 
予定 
人員 

主な研修内容 

 

論理的思考力

とプレゼンテ

ーション能力

の養成講座 

(集 合） 

新規採用職員 

（社会人経験者）

・ 

一般職員 

(採用後2年目 

以降の者) 

 論理的思考、プレゼン

テーションの基本的な

考え方を学び、それを業

務に活かす手法や提案

内容を分かりやすく伝

達するための具体的な

スキル等を身に付ける。 

１回 １日 90人 

＜講義と演習＞ 

１ 成功の鍵となるプレゼンテー

ションのコツ 

２ 相手に伝える力、論理的思考と

は何かを理解する 

３ 企画を練り、プレゼンのストー

リーを作る 

４ 人を惹きつけ、心を動かす説明

とプレゼンテーションの実践 

５ 「報連相」等、職場での活用 

合意形成 

能力の 

養成講座 
(集 合） 

新規採用職員 

（社会人経験者） 

・ 

一般職員 

(採用後2年目 

以降の者) 

 組織内外の合意形成

に必要とされる考え方

や、意見を調整するため

の具体的なスキル等を

身に付ける。 

１回 １日 100人 

＜講義と演習＞ 
１ 合意形成に必要な関係者との

調整 
２ 調整力とは 
３ 調整者のリーダーシップ 
４ 調整のための事前の関係構築 
５ 調整時にこちらの思いを伝え

る交渉力 
６ 総合演習 

〈協働・対人能力開発コース〉 小計 ２講座 ２回 １９０人 

 
エ マネジメント能力開発コース（２講座） 

組織運営や住民の視点に立った行政経営ができる能力の向上をねらいとし、管理・監督者に必要な組

織マネジメント能力の習得を目的に実施する。 

研修名 標準対象者 研修のねらい 回数 日数 
予定 
人員 

主な研修内容 

【新規】 
事業のＢＰＲ
・スクラップ

講座 
(集 合） 

管理者・ 
監督者 

管理職に求められる
事業見直しのあり方を
学び、既存の事業を再
構築する視点や手法を
身に付ける。 

１回 １日 40人 

＜講義と演習＞ 
１ ＢＰＲ（業務改革）とは 
２ ＢＰＲ（業務改革）を進める
にあたって 

３ ＢＰＲ（業務改革）を進める
ための視点 

４ 改革する業務の可視化と問題
分析の流れ 

５ 業務フローの検証～ボトルネ
ックの可視化 

６ 業務見直しの方向性を決める 

ＯＪＴ 
監督者 
講座 

(集 合） 

管理者・ 
監督者 

（ＯＪＴ監督者） 

組織全体でＯＪＴを
進めるためのマネジメ
ント、ＯＪＴ担当者の
サポートの仕方及び人
材育成の考え方等を身
に付ける。 

１回 １日 40人 

＜講義と演習＞ 
１ ＯＪＴ監督者の役割意識 
２ 現代のＯＪＴ担当者ならでは
の悩みを解消する 

３ そもそもＯＪＴとは何か 
４ 人事評価制度を活用して人材
育成をする 

５ 組織的なＯＪＴの進め方 
６ ＯＪＴ担当者の支援 
７ ケーススタディ 

〈マネジメント能力開発コース〉 小計 ２講座 ２回 ８０人 



 
オ 危機管理能力開発コース（１講座） 

有事の際に求められる判断力・対応力の向上を図るとともに、管理・監督者に必要な危機管理能力の習得

を目的に実施する。 

研修名 標準対象者 研修のねらい 回数 日数 
予定 
人員 

主な研修内容 

危機管理 

講座 
(集 合） 

管理者・ 

監督者 

管理者・監督者として

必要な危機管理及びリ

スクマネジメントにつ

いて、事例の検討や演習

を通して実践的に学ぶ

とともに、失敗の背景に

ある人間の心理を経験、

分析することで予防に

役立てる。 

１回 ２日 30人 

＜講義と演習＞ 

１ 危機管理とリスクマネジメン 

 ト 

２ 有事における危機管理 

３ 有事におけるマネジメントと

リーダーシップ 

４ 有事に備える平時の対応 

５ 行政責任と危機管理広報 

６ メディア対応の模擬実習 

〈危機管理能力開発コース〉 小計 １講座 １回  ３０人 

 

選択研修 合計 １１講座 １１回 ６６０人 

 

令和８年度 研修生総受入研修人員  ５，７６０人 

 

 

 
(3) 令和９年度研修の企画及び実施のための取組 

      令和９年度研修事業の企画及び実施に向けて、次の取組を行う。 
 

ア 研修ニーズの調査・把握等の実施 
各地方公共団体等からの要望に応えた研修内容とするため、各課程・講座に係る研修派遣者数予定調

査や実施要望に関する調査のほか、研修担当課長会議や研修事務担当者会議を開催し、各団体等の研修
ニーズの把握に努める。 

  
 イ 研修効果の測定・研修評価の実施 

効果的な研修事業の実施に向けて、研修生及び担当講師を対象としたアンケート調査により研修効果
の測定・評価を行う。また、研修評価会議の実施により、研修内容を総合的に評価し、適時適切に内容
の改善・充実につなげる。 

 
   ウ 科目検討会の開催 

センターにおいて、科目の内容や次年度の研修のあり方等を検討し、研修内容の改善・充実につなげ
る。 

 
(4) 研修講師の養成 

センター職員の資質向上を図るため、各種研修機関が実施する研修等に職員を派遣する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
２ 研修支援事業 
 
(1) 各地方公共団体等の独自研修に対する支援 

各地方公共団体等が独自に実施する研修等の人材育成の取組や職場研修（ＯＪＴ）が円滑かつ効果

的に行えるよう、次の支援事業を実施する。 
 

ア 職場研修の支援・研修講師の派遣 
各地方公共団体等の要望に応じた研修科目を提供するとともに、センター職員を研修講師とし

て派遣する。 
 

イ 研修教材等の貸出し・提供 
各地方公共団体等からの要望に応じて、センターが保有する研修テキスト・演習教材や視聴覚

教材等の貸出し・提供を行う。 
 
   ウ その他の支援 

職員研修に関する各種情報の提供に努めるとともに、各地方公共団体等が実施する研修等の取
組等を支援する。 

 
 (2) 自己啓発・自主研究に対する支援 

各地方公共団体等の職員が行う自己啓発の取組や自主的な研究等のニーズに応えるため、施設の
利用や研修資料の貸出し・提供などを行う。 

 

 

 



 

Ⅲ 政策形成支援事業 

 
  県内地方公共団体等（以下「地方公共団体等」という。）の政策形成を的確に支援するとと

もに、そのプロセスを通じて地方公共団体等職員の政策形成能力の向上に寄与することを目的
として、次の事業を行う。 

 
 ＜令和７年度からの主な変更点＞ 
  参加者や地方公共団体等からの要望をふまえ、以下の見直しを行った。 

 

  〇 政策形成実践研修（短期研究会） 
（１）実施回数 

     全３回から全２回へ変更。 

（２）フィールドワーク実施における準備期間 

第１・２日目と第４・５日目の間隔を十分に確保し、参加者が計画的にフィールドワークへ取り組め  

る日程とする。 
 
 
１ 政策形成実践研修（短期研究会） 

 
地方公共団体等職員が、研修センターでの講義及び研究活動の他、研究対象とする県内市町村

等でのフィールドワークを組み合わせた短期集中型の研修日程で、政策形成の基本プロセスを
学ぶ実践的な研修を実施する。 

 
＜開催時期＞ 
（第１回）令和８年７月１６日(木)～ ８月２５日(火)  定員１５名 
（第２回）令和８年１０月７日(水)～１１月１７日(火) 定員１５名 

 
２ 政策形成アドバイザー支援 

 
地方公共団体等の求めに応じて、政策形成アドバイザーが、地方公共団体等が実施する研究会

等において技術的助言・指導等を行う。 
 
＜開催時期＞ 

通年実施 
 

３ 政策形成講師派遣 
 
地方公共団体等の求めに応じて、地方公共団体等が実施する政策形成能力の向上を目的とし

た研修会等に講師として派遣し、政策形成の講義等を行う。 
 

＜開催時期＞ 
   通年実施 
 
４ 政策課題セミナー 

 
地方公共団体等に政策形成のヒントや気づきとなる情報を提供するため、地方公共団体等の

関心の高い政策課題をテーマとして、有識者を招いた講演等を開催する。 
 
＜開催時期＞ 

   令和８年９月～令和８年１１月（期間中１回を予定） 
 
 
 
 
 



 

Ⅳ 給食提供事業 
 

研修生が研修に専念できる環境を整えるため、施設内の設備を活用して食事等を提供する。 
なお、研修生の健康管理のため、専門事業者に委託する。 

 

Ⅴ 施設・設備等管理運営事業 
 

所有者である福島県から、ふくしま自治研修センターの施設・設備等の管理運営に係る下記業
務を受託し、研修環境等の向上のため、綿密な点検、速やかかつ計画的な修繕等に努める。 

なお、特に専門性を必要とする業務については、品質の確保の点から専門業者に委託する。 
 
１ 受託対象物件 

(1) 土地 福島市荒井字地蔵原乙１５番の１ ほか 53,486.12 ㎡ 
(2) 建物 ふくしま自治研修センター 延べ 10,878.98 ㎡ 
(3) その他附属物及び備品一式 

 
２ 受託業務内容 

(1) 建物等の保安、警備、清掃、保守及び保全等維持管理に関すること。 
(2) 電気、機械、空調設備等諸設備の管理運営に関すること。 
(3) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律及び消防法の規定による建物の管理等に

関すること。 
(4) 建物等の鍵の保管及び管理に関すること。 
(5) 光熱水費の支払いに関すること。 
(6) 宿泊室寝具の貸出及び維持管理に関すること。 

 


